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3．モデル地区における外力変化の検討 

モデル地区における気候変動による影響の評価と計画・設計として、本章

ではモデル地区における外力の将来変化（平均海面水位、潮位偏差、波浪）

を検討する。 

気候変動影響による外力の将来変化の検討フローを図 3-1.1 に示す。各項

目の詳細な検討内容を次頁以降に記載する。 

 

 

図 3-1.1 外力の将来変化の検討フロー  
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 3-1 気候変動シナリオの設定 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC 第 5,6 次評価報告書）では、代表

的濃度経路や社会経済活動等の変化を踏まえて複数の気候変動シナリオを

設定し、その影響について検討している。我が国の海岸整備における気候変

動への対応方針については「気候変動を踏まえた海岸保全のあり方検討委員

会」で議論されており、「気候変動を踏まえた海岸保全のあり方 提言」にお

いて、『パリ協定の目標と整合する RCP2.6（2℃上昇に相当）を前提』として

計画や整備を推進することが提言されている。また、海岸 4 省庁通知におい

ても、気候変動を踏まえた外力変化は RCP2.6 シナリオの平均的な値を前提

に検討を進めることが記載されている。したがって、本業務では RCP2.6 シ

ナリオ（2℃上昇シナリオ）の平均的な値を対象に検討を行うものとする。 

 

 

出典：気候変動を踏まえた海岸保全のあり方 提言【概要】 

 

 

出典：【海岸 4 省庁通知】気候変動の影響を踏まえた海岸保全施設の計画

外力の設定方法等について（令和 3 年 8 月） 
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 3-2 海面水位上昇量の設定 

日本の気候変動 2020 において、日本全国の沿岸を 4 領域に分割し、気候

変動による各領域の海面水位上昇量が示されている。ここで示される海面水

位上昇量は、20 世紀末（1986～2005 年平均）から 21 世紀末（2081～2100 年

平均）までの上昇量である。 

本業務では、日本の気候変動 2020 で示される海面水位上昇量のうち、

RCP2.6 シナリオの平均値を用いるものとする。 

 

 

図 3-2.1 21 世紀末における日本沿岸の海面水位の 20 世紀末からの上昇幅 

 

 

  

20 世紀末～21 世紀末 
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 3-3 代表擾乱の選定 

気候変動による外力増大率は、過去にモデル地区周辺で大きな被害をもた

らした台風を代表擾乱として選定し、代表擾乱を対象に現在気候と将来気候

の高潮推算・波浪推算を実施することにより算出する。 

各モデル地区で選定した代表擾乱は以下の通りである。 

 

 A 漁港海岸：2015 年台風 15 号 

 B 漁港海岸：伊勢湾台風（1959 年台風 15 号） 

 C 漁港海岸：1999 年台風 18 号 

 

 

図 3-3.1 2015 年台風第 15 号の経路 
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図 3-3.2 伊勢湾台風の経路 

 

 

図 3-3.3 1999 年台風 18 号の経路 
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 3-4 予測計算モデルの構築 

 3-4-1 気圧・風場推算手法 

代表台風を対象として気候変動に伴う高潮・波浪の増大量を把握するため、

経験的台風モデルを用いて気圧・風場の推算を行う。 

経験的台風モデルにおける気圧の推算には、実際の気圧場に比較的良く合

致する Myers の式を用いる。 

 

 3-4-2 高潮推算手法 

高潮推算手法として、非線形長波方程式に地球の自転、気圧低下、水表面

に働く風の摩擦、海底摩擦等を込み入れた式を用いる。 

 

 3-4-3 波浪推算手法 

波浪の方向スペクトルの各周波数・方向成分ごとのエネルギー成分の発

達・減衰の過程を数値的に解くスペクトル法による基礎式を用い、モデルと

しては非線形相互作用を直接的に考慮した SWAN を用いる。 

 

 3-4-4 計算モデル構築 

  (1) 地形条件 

高潮推算・波浪推算で用いる水深データは、2430～90m メッシュ（一部 30m

メッシュ）までの複数領域をネスティングにより接続するものとした。 

 

  (2) 再現性の検証 

以上で設定した計算モデルに基づき、観測値（風場、潮位偏差、波浪）に

対する再現計算を実施し、本計算モデルにて概ね良好な再現性を得られるこ

とを確認した。 
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 3-5 気候変動による台風の気圧低下量 

 3-5-1 d4PDF 及び d2PDF の概要 

気候変動後の台風中心気圧を設定するために、本業務では、文部科学省に

よる複数の学術研究プログラム（「創生」、「統合」、SI-CAT、DIAS）間連携お

よび地球シミュレータにより作成された d4PDF「地球温暖化対策に資するア

ンサンブル気候予測データベース」を用いた。d4PDF では大規模な気候のシ

ミュレーションが実施されているため、d4PDF を用いることで、確率分布の

極値についても議論ができるようになる。 

 

d4PDF では以下の気候変動シナリオの全球実験が実施されている。 

①  過去実験  1951 年～2011 年 8 月×100 メンバ 

②  非温暖化実験 1951 年～2010 年 8 月×100 メンバ 

③  2℃上昇実験  2031 年～2091 年 8 月×54 メンバ 

④  4℃上昇実験  2051 年～2111 年 8 月×90 メンバ 

 

③及び④は、気候変動が生じた場合のシミュレーションをしており、地球

の平均気温が 2℃もしくは 4℃上昇した場合の気候を想定している。CMIP5 に

貢献した全球大気海洋結合モデルの実験結果を基に 6 種類の SST 将来変化パ

ターンを用い、各パターンに複数種類の摂動を加え、アンサンブル実験を行

っている。（「d4PDF 実験デザイン・利用手引き」より引用） 

本業務では①③の気候変動シナリオを用い、それぞれ「過去実験」、「将来

実験（d2PDF）」と表記する。 

 

 3-5-2 抽出範囲を通過する台風の抽出 

対象とするモデル地区に対して顕著な波浪及び高潮を及ぼす台風を取得

するため、対象地区を中心として一定の距離を有する台風の抽出範囲を設定

する。設定に際して、「気候変動を踏まえた海岸保全のあり方検討委員会」で

は緯度・経度方向に 2.5°の矩形範囲を設定しており、対象海岸への外力影

響度が大きい台風を十分数確保するよう、本検討でも同様の設定方針により

台風の抽出範囲座標を設定する。 
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 3-5-3 最低中心気圧のバイアス補正 

各台風の台風抽出範囲内における最低中心気圧を用いて、気候変動シナリ

オごとに極値統計解析を行った。実績台風は極値統計（合田法）により超過

確率を算出し、過去実験及び将来実験（d2PDF）については経験的累積分布関

数により超過確率を算出した。 

バイアス（d4PDF が持つ系統的あるいは規則的に見られる誤差）補正を実

施する前では実績台風と過去実験のプロッティングに乖離が大きいが、バイ

アス補正を実施することにより両者をフィッティングすることが可能とな

り、この際に用いたバイアス補正値を d2PDF に反映することで、バイアスに

よる統計的誤差を除いた台風気圧に補正した。 

本検討では、中心気圧の極値及び台風緯度に応じて気象庁ベストトラック

と過去実験の乖離（バイアス）をクオンタイルマッピング法により設定し、

ここで得られたバイアスを将来実験の中心気圧の極値に乗じる手法を採用

した。 

 

 3-5-4 気候変動による台風の気圧低下量の推定 

バイアス補正後の「現在気候」と「将来気候」の最低中心気圧の頻度分布

に基づき、各モデル地区において気候変動（2℃上昇）による代表台風の最低

中心気圧の低下量を推定した。 

 

表 3-5.1 気圧低下量の設定 

A 漁港海岸 B 漁港海岸 C 漁港海岸 

-6hPa -5hPa -5hPa 

 

 

図 3-5.1 最低中心気圧の低下量の設定手順 
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 3-6 気候変動による外力の将来変化 

 3-6-1 高潮・波浪推算の実施 

経験的台風モデルにおける台風の中心気圧を低下させた条件で高潮推算・

波浪推算を行い、現在気候と将来気候（2 度上昇シナリオ）の変化について

検討した。 

 

 3-6-2 設計外力の将来変化率の整理 

高潮・波浪推算結果に基づき、気候変動に伴う潮位偏差・波高の将来変化

は表 3-6.1 のように整理される。表 3-6.1 によれば、3 地区の外力増加率

（潮位偏差、沖波波高）は同程度である。 

 

表 3-6.1 気候変動による外力の将来変化 
 

A 漁港海岸 B 漁港海岸 C 漁港海岸 

平均海面 +0.38m の上昇 +0.38m の上昇 +0.39m の上昇 

潮位偏差 1.08 倍 1.07 倍 1.08 倍 

沖波波高 1.03 倍 1.02 倍 1.03 倍 

※平均海面水位の上昇は「日本の気候変動 2020」より設定 

 

 3-6-3 設計外力の経年変化グラフの作成 

前述の外力変化率に基づき、各モデル地区の将来気候の外力を算定する。

将来気候の外力が現計画外力に対して直線的に経年変化すると仮定すると、

図 3-6.1～図 3-6.3 の経年変化グラフが作成される。 

 

 

図 3-6.1 外力の経年変化グラフ（A 漁港海岸） 
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図 3-6.2 外力の経年変化グラフ（B 漁港海岸） 

 

 

図 3-6.3 外力の経年変化グラフ（C 漁港海岸） 

 


